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発明の効果と進歩性

1．はじめに
　近年，発明の進歩性が厳しくなったとよく言われる。
平成 12 年に審査基準が改訂されたこともあってか，
実務を通じてその厳しさが感じられるのも確かであ
る。統計的にみると，進歩性が争点となった拒絶審決
の取消率は，年々減少傾向にあり，2006 年で僅かに
10％程度であり，特許庁の進歩性判断が裁判所に近づ
いている。一方，特許庁で進歩性ありと判断した無効
審判の審決取消率は，2006 年で約 50％もあり，裁判
所の方がさらに厳しく判断する傾向にあることが窺え
る（1）。
　発明の進歩性判断が厳しくなる中で，発明の効果が
あまり参酌されないという声がある。進歩性の主張に
おいては，種々の観点から主張されるが，必ずと言っ
ていいほどに主張されるものが，発明の効果である。
しかし，予測できない顕著な効果を主張しても進歩性
が否定されるケースは，案外，多いと思われるが，何
故であろうか。効果の主張に無理があるなど，主張す
る側に問題がある場合も多いであろう。しかし，必ず
しもそうとは限らないとすると，化学やバイオなど一
般に効果の予測が困難な技術分野では，効果の主張は
特に重要であるため，深刻な問題である。
　本稿では，発明の効果に焦点を絞り，発明の効果と
進歩性の関係について最近の高裁判決を考慮しつつ，
進歩性判断における発明の効果の意義について検討を
試みた。

2．発明の効果の類型
　発明の効果には，大別して「引用例から予測される
効果」と「引用例から予測されない効果」とがある。
引用例から予測される効果が進歩性を肯定的に判断す
る際に役立たないことに異論はないであろう。しか
し，そもそも「予測される効果」であるか否かは，何
を基準に判断すべきか，という問題がある（2）。この議
論は，ここでは省略するが，例えば，金属板ラミネー
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ト用フィルム事件（平成 17 年（行ケ）10706）におい
て，裁判所は「原告が主張する上記作用効果は，刊行
物 1 ～ 4 記載の発明から容易に想到し得る構成自体か
ら得られる自明な作用効果にすぎないのであって，こ
れらの刊行物等から予期し得ない顕著な効果を奏する
ものということはできない」と判示している。一つの
公知刊行物に記載の発明から予測される範囲に止まら
ず，刊行物を組み合わせた容易想到の構成を想定した
場合の自明な作用効果まで拡大して解釈されているよ
うである。
　一方，引用例から予測されない効果は，進歩性を肯
定的に判断する際に役立つかと言うと，常に，役立っ
ているとまでは言えないのが現状であろう。種々の判
決例をみると，予測されない効果であっても，「期待
される効果」とか「容易に見出せる効果」であること
を理由に，あまり参酌されないか，あるいは仮に参酌
されたとしても進歩性を肯定的に認定するほどのもの
とはならないようである。例えば，局所投与製剤事件

（平成 17 年（行ケ）10458）において，鼻炎に使用さ
れることが公知の 3 剤を併用することで，1 剤又は 2

剤の点鼻剤の有効率は 50％台であるのに対し，3 剤併
用により 75％を超える有効性があると主張されたの
に対し，3 剤の配合により有効率が向上するのは，当
然に得られる結果として予測可能であるとまではいえ
ないとしても，期待し得る効果として十分に期待可能
であると判断されている。解熱鎮痛消炎剤事件（平成
17 年（行ケ）10389）でも，併用による抗炎症効果の
相乗的増強効果が主張されたが，単に相乗的な協力作
用では足りず，固有の効果がなければならない旨が判
示されている。また，抗真菌組成物事件（平成 17 年（行
ケ）10773）では，単独では耐性を示す耐性菌に対し，
併用により抗菌活性を示すことが予測できない効果で
あると主張されたが，裁判所は，アゾール耐性真菌株
誘起の真菌感染症に対して治療効果を有することを予
測ないし期待し，これを確認しようと動機付けられる
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ものと判断している。免疫反応性 C 型肝炎ウィルス
事件（平成 17 年（行ケ）10073）でも，C 型肝炎ウィ
ルスのエンベロープポリペプチドの超可変領域中にエ
ピトープを見出したことに基づく効果の主張に対し，
その存在を期待してこれを確認してみることに強く動
機づけられるので，エピトープが見出されても，当業
者が期待したとおりの結果が得られたことを意味する
に過ぎないと判断されている。これらの判決例からみ
て，効果が予測される場合のみならず，仮に予測され
ない効果であったとしても，当業者にとって期待する
程度のもの，あるいは期待して実験を行い見出したよ
うな効果では，たとえ顕著なものであったとしても進
歩性の主張に役立たないようである。
　また，「容易に見出せる効果」と判断された例として，
防汚塗料組成物事件（平成 16 年（行ケ）259）がある。
この事件では，防汚活性化合物として公知の化合物の
特定の組み合わせがゲル化せず長期保存が可能である
ことが見出されたものの，併用系の検討の際にはゲル
化の問題を念頭において行うのが当然であり，併用系
のうちいずれが優れているかは直ちにわかるとの理由
で効果の主張が斥けられている。室温硬化性組成物事
件（平成 16 年（行ケ）427）では，艶消し効果及び表
面汚れ防止効果の点から選択発明であると主張された
が，当業者が格別の創作行為をしなくても，視覚的に
認知でき，引用例を適宜行う過程で容易に発見できる
事柄であると判断されている。

3．審査基準での取り扱い
　発明の効果を主張しても，前記のように，進歩性が
認定されないケースは比較的多いと思われるが，これ
をどのように考えればよいのであろうか。審査基準に
よると，まず，進歩性判断は，「引用発明に基づいて
当業者が請求項に係る発明に容易に想到できたことの
論理づけができるか否かにより行う。」と基本的な考
え方が記載されている。そして，「引用発明と比較し
た有利な効果が明細書等の記載から明確に把握される
場合には，進歩性の存在を肯定的に推認するのに役立
つ事実として，これを参酌する。」と記載され，さら
に「請求項に係る発明が引用発明と比較した有利な効
果を有している場合には，これを参酌して，当業者が
請求項に係る発明に容易に想到できたことの論理づけ
を試みる。そして，請求項に係る発明が引用発明と比
較した有利な効果を有していても，当業者が請求項に

係る発明に容易に想到できたことが，十分に論理づけ
られたときは，進歩性は否定される。」と記載されて
いる。ところが，「引用発明と比較して有利な効果が，
技術水準から予測される範囲を超えた顕著なものであ
ることにより，進歩性が否定されないこともある。」
とも記載されている。このような例として，「引用発
明特定事項と請求項に係る発明の発明特定事項とが類
似していたり，複数の引用発明の組み合わせにより，
一見，当業者が容易に想到できたとされる場合であっ
ても，請求項に係る発明が，引用発明と比較した有利
な効果であって引用発明が有するものとは異質な効果
を有する場合，あるいは同質の効果であるが際だって
優れた効果を有し，これらが技術水準から当業者が予
測することができたものではない場合には，この事実
により進歩性の存在が推認される」と記載されている（3）。
　要するに，審査基準によると，進歩性は容易想到性
の論理づけテストで判断され，その際に引用発明と比
較した有利な効果は参酌するが，容易想到性の論理づ
けが十分にできた場合は進歩性が否定される，但し，
予測される範囲を超えた顕著な効果である場合には，
進歩性が否定されないことがある，ということである。
ここで，留意すべき点は，予測されない顕著な効果が
ある場合には「進歩性が肯定的に判断される」ではな
く，「進歩性が否定されないことがある」であり，顕
著な効果を排斥する余地を残していることである。

4．構成重視の立場
　審査基準に示すように，また，近年の多くの判決例
からも窺えるように，進歩性判断において，効果重視
ではなく，原則として，構成重視の立場が採られてい
る。即ち，発明の構成を重視し，構成に至る容易想到
性の推定が可能であれば，効果を参酌しても論理づけ
の判断に影響する程のものではないと認定して効果の
主張を排斥する傾向にある。例えば，前記した局所投
与製剤事件のような公知の医薬成分の組み合わせや，
防汚塗料組成物事件のように組み合わせの一般的示唆
が引用文献にあるような場合には，通常，構成の容易
想到性があると判断されやすく，効果は期待されると
か，容易に見出せる程度のものとして論理づけの判断
に影響を与えないものと認定されるのであろう。害虫
防除剤事件（平成 18 年（行ケ）10482）も引用文献に
一般的開示があった事件である。効果の予測性がない
点から進歩性を認めた特許庁の審決に対して，裁判所



	 Vol. 61　No. 5	 ‒ 19 ‒	 パテント 2008

発明の効果と進歩性

は，「化学物質の害虫に対する防除効果は害虫の種類
によって大きな差異があるから化学物質の効果が生物
試験によって裏付けられていない限り，所期の効果を
予測することはできないと主張するが，このような事
情を考慮したとしても，イミダクロプリドを有効成分
として含有する化合物をヤマトシロアリ及びイエシロ
アリの防除剤として適用してみようとする動機付けと
する限りにおいては，上記に説示したところを左右す
るには足りない。」と判示している。
　このような構成重視の立場について，「課題の共通
性とか機能・作用の類似性などの事実の上に強い経験
則が働いて個々の発明に対して容易想到性が推定でき
た時点で，進歩性がないという結論が導けたことにな
る。このような推定を阻害する要因があるとか推定を
弱めるほどの顕著な効果があるなどの特段の事情がな
いかぎり，進歩性は否定される。」との見解（4），「作用
効果がいかに顕著であっても，発明の構成が先行技術
から容易に考えつくかどうかの判断，すなわち，構成
についての類推容易性（逆からみれば類推困難性）と
いう本来の土俵で負けてしまえば，進歩性が認められ
ない場合があろう。」との見解（5），「先ず主要事実であ
る発明を構成することの困難性の存否で行い，それが
微妙であるときに間接事実である効果を参考にする」
などの見解（6）がある。もっとも，紙葉類識別装置事
件（平成 17 年（行ケ）10490）のように，構成重視ア
プローチを採用して進歩性を否定した拒絶審決に対し
て，裁判所は課題重視アプローチを採用して進歩性を
認めた例もある（7）。

5．効果が参酌される場面
　それでは，どのような場合に，効果の顕著性が参酌
されて進歩性が肯定されるのであろうか。先ず，その
前提として，効果を主張する側は，適切な主張をする
必要がある。少なくとも，①明細書に記載された効果，
又は記載はなくとも記載から推論できる効果の主張で
あること，及び②クレームの構成に基づいた効果の主
張であること，に留意すべきである。審査基準による
と，明細書に記載がなく，推論もできない効果は「参
酌すべきでない」と記載されている（8）。従って，これ
らを充足しない場合に効果が参酌されないのは，審査
基準に照らしてやむを得ないことである。もっとも，
明細書に記載された効果，推論できる効果の範囲の解
釈については，議論すべき点は多々あろう（9）。

　そこで，効果の主張に前記したような問題がないと
の前提の下に，発明を構成の推考性の点から 2 つに大
別して，効果の参酌のあり方について検討してみた。
即ち，（1）構成に容易想到性のない発明と，（2）構成
に容易想到性がある発明，とである。前者は，構成自
体が容易に想到しない場合である。この場合，効果が
顕著であるか否かは別として，発明として所望の効果
を奏する限り進歩性が認められるべきであろうと思わ
れる。一方，後者の構成の容易想到性がある場合は，
前記のように，たとえ予測されない顕著な効果が主張
されても進歩性が認められるとは限らず，むしろ，進
歩性が否定されるのが通常のようである。
　してみると，効果の顕著性の主張が役立つ場面は，
一体どこにあるのか，という疑問が生じる。この点に
関し参考となる判決例がある。焼き菓子の製造方法事
件（平成 12 年（行ケ）312）において，裁判所は「構
成自体の推考は容易であると認められる発明に特許性
を認める根拠となる作用効果は，当該構成のものとし
て，予測あるいは発見することの困難なものであり，
かつ，当該構成のものとして予測あるいは発見される
効果と比較して，よほど顕著なものでなければならな
いことになるはずである。」と判示している。同趣旨
の判決例として，コンクリート製品の製造方法事件（平
成 13 年（行ケ）499）がある。これらの判示事項には，
効果の比較対象を公知発明の効果ではなく，「当該構
成のものとして予測あるいは発見される効果」とした
点に，問題を指摘する見解がある（10），（11）。
　しかし，この点はさておいても，構成の容易推考性
があっても，効果の発見が困難で，十分に顕著であれ
ば進歩性が認められる余地があるというのである。ど
のような場合が該当するのかは定かではないが，文字
どおり，相当量以上の試行錯誤がなければ見出されな
いような発見の困難な効果であって，かつ顕著に優れ
ているものが想定される。砂漠の中に落とした 1 本の
針を見つけたという如きもののように，実に発見が困
難といえる場合が想定される。例えば，あるタンパク
質にアミノ酸を変異させ，格段に優れた効果を奏する
改変体を発見した場合がある。効果に優れた改変体の
存在は可能性として想定され得ても，膨大な実験の結
果，初めて見出される場合があり，クレームを少なく
ともこの特定の改変体に限定する限り，進歩性は認め
られるべきであろう。審査基準では，モチリン事件（平
成 8 年（行ケ）136）に言及している。特許庁の審決
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図の②，③のような場合であろう。この領域では，期
待されるとか，容易に見出せるとかの判断が争点とな
るため，予測できない顕著な効果は，特に慎重に検討
される必要があり，この場合，少なくとも以下の点が
考慮される必要があろう。

ⅰ）�後知恵（hindsight，ex-post facto analysis）の

問題

　まず，効果が期待できるとか，容易に見出せるとか
の判断に後知恵が持ち込まれるべきではない，という
ことである。即ち，「その程度の効果であれば，当業
者なら誰でも期待したであろう」とか，「その程度の
効果ならば，実験によりすぐに判明することであり，
当業者なら誰でも適宜実験して容易に見出せたであろ
う」のような事後的分析による判断は避けるべきであ
る。これは発明の効果を知得したからこそ指摘できる
のであって，知らなければ，想起すらできないものが，
後知恵的に指摘される，という問題である。勿論，後
知恵は，効果のみならず構成の容易想到性の判断にお
いても持ち込まれるべきではない。
　後知恵により進歩性が判断されると，いわゆる，コ
ロンブスの卵のようなケースの進歩性がことごとく否
定されるおそれがあり，妥当性を欠くものと言えよ
う。後知恵による判断手法は，「知得した発明（後知
恵）から出発して，公知発明から論理づけできれば進
歩性なし」の判断となり，特許法 29 条 2 項に反する
ことになる（13）。欧米では，後知恵を如何に排除する
かという点を重視した運用がなされているが（14），（15），
日本では後知恵に対する見解が不明であり，少なくと
もこれを積極的に排除しようとする姿勢は感じられな
い。平成 5 年の審査基準には，「本願の明細書から得
た知識を前提にして事後的に分析すると，当業者が容
易に想到できたように見える傾向があるので，注意を
要する。」と記載されていた留意事項が，平成 12 年の
審査基準の改訂では抹消されている。また，筆者の知
る限り，「後知恵」との反論はよくなされるが，それ
に対する考え方を明確に判示した判決例はないように
思う。もっとも，成形可能な反射多層物体事件（平成
18 年（行ケ）10211）において，裁判所は，特許庁の
審決における技術認定に対し，「本願発明を知った上
でその内容を刊行物 2 の記載上にあえて求めようとす
る余り，認定の誤りをおかしたものといわざるを得な
い。」と指摘し，無理な後知恵的な判断には問題があ

では，1 つのアミノ酸置換という構成の容易性から，
効果は置換の結果の確認に過ぎないとして進歩性が否
定されたが，裁判所は引用例に基づき本件発明のモチ
リン誘導体を製造することは当業者が容易になしうる
ことであるとみることも可能であり，また，本件発明
のモチリンが引用例のモチリンと同質の効果を有する
ものであったとしても，それが極めた優れた効果を有
しており，当時の技術水準から予測される範囲を超え
た顕著なものであれば，進歩性があるものとして特許
を付与することができると解するのが相当である旨を
判示している。即ち，1 つのアミノ酸置換体を調製す
ること自体は容易であり，構成自体は容易であるが，
顕著な効果を発揮する特定の改変体に到る道のりが相
当量の試行錯誤を要し，発見が困難であったことが考
慮されているのではないかと思われる。タキキニン拮
抗体の医学的新規用途事件（平成 15 年（行ケ）104）
においても判示されているが，構成は容易でも，膨大
な可能性の一つに過ぎないものに対して容易想到性が
あるとの判断は妥当ではないであろう（12）。

6．効果と進歩性の関係図
　以上の点を整理したのが，以下の図である。即ち，
質的あるいは量的に優れた効果であっても，①のよう
に，予測される効果の場合には，効果は参酌される余
地はなく，構成に容易想到性があれば進歩性が否定さ
れることに異論はないであろう。②～④は予測できな
い効果であり，この中で，少なくとも④のように，効
果の発見が困難な場合は，進歩性の肯定に大いに役立
つことにも異論はないであろう。

7．問題の所在
　効果に関連して進歩性の見解が分かれる典型的な例
は，構成に容易想到性があって，かつ，効果が前記の

図 1
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るとの立場を示している。

ⅱ）�合理的な成功の期待（reasonable expectation of 

success）の問題

　次に，実験をするに際して合理的な成功の期待が
あったのか否かという点も考慮されるべきであると思
う。そもそも合理的な成功の期待がなければ，一般に
誰も試みようとすることはない筈である。合理的な成
功の期待がなければ，そもそも動機付けがないとも言
え，それにもかかわらず，試みて見出した効果は意外
なものと言うべき要素が内在している。欧米では，よ
く議論される考え方であるが（16），（17），（18），わが国ではこ
の種の主張は，あまり効果的ではない印象がある。む
しろ，実験に際して，何がしかの期待さえあれば，成
功が期待されたものか否かは別として，試みようとす
る動機づけが生じ，これが優先されてしまうため，反
論要素が存在しても「動機づけが否定されるものでは
ない」との立場がとられているように思われる。
　例えば，病態モデル動物の作製方法事件（平成 12

（行ケ）404）では，実際に飼育しないと効果は分から
ないとの主張に対し，裁判所は，「およそ，試験や実
験というものは，分からないからこそ，それを明らか
にしようと考え，望ましい結果がでるかもしれないと
期待して行うものであって，…結果が予測できないか
らといって，当業者が，そのような試験や実験を行う
ことをやめるということになるものではない」と指摘
し，行ってみようと考えることを妨げる事情とはなり
得ない，と判示している。フォトレジスト現像廃液の
再生処理方法事件（平成 18（行ケ）10368）において
も，予測可能性がなければ NF 膜を採用しようと動機
づけられることもないとの主張に対し，裁判所は，「NF

膜の透過可能性について予測することが困難であった
としても，このような事情は，NF 膜のテトラアルキ
ルアンモニウムイオンの透過可能性を否定したもので
はないのであるから，NF 膜の持つ低分子量の化合物
の分離に極めて有効であるという従来の膜にない一般
的特徴を根拠に，優れた透過性能を期待してこれを分
離膜として採用してみようとする動機付けの障害とな
るものではないというべきである」と判示して，進歩
性を認めた無効審判の審決を取消している。この種の
判決例は多く，前記した害虫防除剤事件も同様であ
る。もっとも，延伸成形容器事件（平成 17 年（行ケ）
10112）のように，課題が新規な場合には，課題自体を

知らない当業者が試験をすることは考えられないとし
て，特許庁のなした進歩性否定の決定を取消している。
　その他に，効果に関連して留意すべき点として，容
易想到な構成でありながら，誰も到らなかった事情も
考慮する意義があると思われる。効果が期待され，あ
るいは容易に見出せるものであれば，何故に，本件出
願まで誰も見い出すに到らなかったのかという疑問の
解明である。色々な事情があろうが，その一つに構成
の容易想到性を判断した先行技術が偏ったものである
場合もあろう。即ち，ある先行技術からみると動機づ
けられても，別の先行技術では動機づけを否定するよ
うな場合もある。例えば，疾患の発症メカニズムに関
し，ある公知の仮説はある医薬発明の動機づけに役立
ち，これを否定する別の仮説は阻害要因ともなり，動
機づけを否定することになる。従って，出願当時の技
術水準を全体的に適切に把握した上で検討する必要が
あり，一部の偏った公知文献の開示のみに基づく判断
は妥当性を欠く場合があろう。尚，「顕著な効果」が
あるにも拘わらず容易想到を理由に特許性なしと判断
するためには，なぜ容易想到でありながら今まで誰も
実施しなかったのか等の事情を究明しなければならな
いとの大審院の数多くの判例があるようである（19）。

8．進歩性判断フローにおける留意点
　平成 12 年改訂の審査基準に基づく現行の進歩性判
断のフローの概略は，以下のとおりである。まず，本
願発明と引用発明を認定し，一致点・相違点を認定し
た上で，相違点に係る構成が証拠に示されているか否
かが検討される。相違点に係る構成が証拠に示されて
いない場合は，相違点に係る構成が設計事項等である
か否かが問われる。一方，証拠に示されている場合は，
証拠に基づき構成の組み合わせ又は置換が容易である
か否かが検討され，この場合，動機づけとなり得るも
のがあるか否かが，①技術分野の関連性，②課題の共
通性，③作用，機能の共通性，④引用発明の内容中の
示唆の点から検討される。そして，さらに予想以上の
効果があるか否かが検討されて進歩性の有無が最終的
に判断される。ここで，留意すべき点は，この 4 つの
観点は，互いに「or」の関係にあり，少なくともいずれか
の観点から判断すればよいということである（20）。し
かし，この点に関し，例えば，技術分野の関連性から
みて容易に想到するが，課題の共通性の観点からみる
と容易に想到できない場合はどう判断するのかといっ
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た問題の指摘もある（21）。
　このフローで留意すべきは，構成の組み合わせ又は
置換の容易性の検討において，「積極的な動機づけが
ない場合でも組み合わせを阻害する要因がなければ通
常組み合わせることが可能」との立場（22）で判断され
ているということである。これは，発明に対して起
因・契機となり得るものがあるかどうかを主要観点と
した旧審査基準とは異なり，起因・契機となるものが
なくても動機づけが出来るとの基準となっている。こ
こに，基準の厳格化が現れているとも言える。もっと
も，酸性水中油型乳化調味料事件（平成 17 年（行ケ）
10223）のように，刊行物を組み合わせて進歩性を否
定した特許庁の異議決定に対し，裁判所は刊行物 2 に
記載のオクテニルコハク酸化澱粉を刊行物 1 で配合す
ることの契機となる記載が存在しない旨を言及して進
歩性を認めるなど，依然として起因・契機が進歩性判
断において重要な要素の一つであることに変わりはな
いものと思われる。
　尚，前記の立場は，出願人側による「阻害要因」の
反論をまって，阻害要因を示すことが出来なければ進
歩性が否定される，という考え方であるが，進歩性判
断において阻害要因の証明責任を出願人に課すことに
問題が指摘される（23）。また，実務的にみた問題とし
て，進歩性判断において阻害要因の反論ができるとし
ても，その基準が非常に厳しく，阻害要因が容易には
認定されない，という現状がある（24）。阻害要因の詳
細は省略するが，引用例の適用や組み合わせを積極的
に否定する要因が必要であり（25），3 － 5 族化合物半導
体結晶の製造方法事件（平成 15 年（行ケ）498），中
空糸型膜分離ユニット事件（平成 13 年（行ケ）64），
フィルム製容器の製造方法事件（平成 19 年（行ケ）
10148）のように，阻害要因があると認定された事件
もあるが，多くは単なる消極的理由や一般的理由であ
るとして，阻害要因があるとまでは言えないと判断さ
れている（26）。従って，阻害要因がなければ組み合わ
せが可能との立場では，容易想到性の推定を覆すのは，
一般に困難である。

9．提案
　前記した「積極的な動機づけがない場合でも組み合
わせを阻害する要因がなければ通常組み合わせること
が可能」との立場は，換言すると，積極的な動機づけ
がないのであるから，進歩性を否定する確実な証拠が

あるとまでは言えないグレーゾーンの発明に対して，
阻害要因がなければ進歩性を否定するという考え方で
あり，消極的要件を定めた特許法 29 条 2 項の文理解
釈からみて疑問がある。この点に関して，進歩性の有
無について疑わしい発明に対しては，特許すべきとす
る見解もある（27），（28）。
　思うに，このようなグレーゾーンの発明に対してこ
そ，後知恵なしで，効果の顕著性が十分に評価される
べきであると思う。このゾーンには，切り口は異なる
が，前記した，効果が期待される場合とか，容易に見
出せる場合と重複するものがあろう。積極的な動機づ
けがあれば，顕著な効果を主張しても進歩性の肯定は
困難であり，逆に明白な阻害要因があれば，顕著な効
果の助けを借りなくても進歩性は否定されないであろ
うから，グレーゾーンの発明こそが，顕著な効果の正
念場であると言える。問題は，如何にして後知恵を回
避するかということである。本発明の効果を知得して
いない当業者が，本発明の構成によりもたらされる効
果をどのように認識し，評価できるか，という立場で
テストするのが理想的であろう。

10．おわりに
　進歩性判断において，発明の効果がどのように扱わ
れているかを分析し，そのあり方について私見を述べ
てきた。発明の効果に関しては，欧米との対比，実験
成績証明書による後出しによる効果の主張，選択発明
など，言及すべき課題は他にも山積しているが，紙面
の都合上，省略した。進歩性判断の基準は，特定の高
さで維持されるべきであるが，構成の容易想到性が過
度に重視され，後知恵的な判断により効果が十分に評
価されずに進歩性が見落とされることのないように期
待するところである。
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